
株 主 各 位 

第34回定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表 

計算書類の個別注記表 

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、 

インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しています。

株式会社ルネサンス 



連 結 注 記 表 

 
 

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

１.連結の範囲に関する事項 

   すべての子会社を連結の対象としており、その内容は次のとおりです。 

連結子会社の数  １社 

連結子会社の名称  RENAISSANCE VIETNAM INC.（ベトナム国） 

 

２.持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用している非連結子会社及び関連会社 

該当事項はありません。 

(2) 持分法を適用していない関連会社 １社 

RENAISSANCE OLYMPIA CO.,LTD（ベトナム国） 

上記１社につきましては、利益基準及び剰余金基準からみて連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり重要性が

乏しいため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 

３.連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

４.会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの    

決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの  

移動平均法による原価法 

     ② たな卸資産 

商 品   

原則として売価還元法による原価法 

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づき簿価を切下げる方法） 

貯蔵品   

個別原価法 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当社は、定率法（建物（建物附属設備を除く）は、定額法）を採用し、在外連結子会社は定額法を採用してお

ります。なお、主な耐用年数は、建物が２～47年、構築物が２～45年であります。 

     ② 無形固定資産 

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

また、のれんについては、20年の定額法を採用しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。残存価額については、リース契約上に残価保証の取決

めがある場合は当該残価保証額とし、それ以外の場合は零としております。なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 
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(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

期末に有する金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

     ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に

基づき、当連結会計年度末に発生していると認められる額を計上しております。 

 ① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額の期間帰属方法については給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による按分

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より損益処理しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による按分額を損益処理

しております。 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他

の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は、期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。 

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

５.会計方針の変更 

   「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）等を、当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更を行っ

ております。 
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 16,147,186千円 

 

Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 21,379,000 株 ― ― 21,379,000 株 

  

２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 27 年５月 26日 

取締役会 
普通株式 298,412 千円 20.0 円 平成 27 年３月 31日 平成 27 年６月 26日 

平成 27 年 10 月 29 日 

取締役会 
普通株式 149,206 千円 10.0 円 平成 27 年 9 月 30 日 平成 27 年 12 月 10 日 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 28 年５月 25日 

取締役会 
普通株式 223,808 千円 15.0 円 平成 28 年３月 31日 平成 28 年６月 24日 

 

Ⅳ．金融商品に関する注記 

 １．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金計画に基づき、短期的な運転資金は、主に銀行借入により調達し、長期的な設備資金は、

自己資金、建物リース及び銀行借入により調達しております。売掛金や敷金及び保証金等の債権については、与信

管理規程に従い、経理財務部主管で継続的なモニタリングを行い、取引先の財政状況等の悪化による回収リスクの

早期把握や軽減を図っております。 

 

 ２．金融商品の時価等に関する事項 

平成28年３月31日（当連結会計年度末）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以

下のとおりであります。 

                                                  （単位：千円） 

 
連結貸借対照表 

計上額（※） 
時価（※） 差額 

(1) 現金及び預金 1,002,546 1,002,546 ― 

(2) 売掛金 1,012,790   

 貸倒引当金（※１） △10,131   

  1,002,659 1,002,659 ― 

(3) 投資有価証券    

 その他有価証券 6,242 6,242 ― 

(4) 長期貸付金 1,139,889 1,139,889 ― 

(5) 敷金及び保証金 8,174,563 7,303,355 △871,207 

(6) 支払手形及び買掛金 (194,046) (194,046) ― 

(7) 短期借入金 (1,300,000) (1,300,000) ― 

(8) 長期借入金（※２） (7,775,000) (7,800,613) 25,613 

(9) リース債務 (6,249,316) (6,661,359) 412,043 

（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（※１）売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

（※２）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。 
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(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 売掛金 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(4) 長期貸付金 

これらは建設協力金であり、「金融商品会計に関する実務指針」に基づき割引現在価値で評価しております。 

(5) 敷金及び保証金 

これらの時価については、償還時期を合理的に見積った期間に応じたリスクフリーレートで、償還予定額を割

り引いた現在価値により算定しております。 

(6) 支払手形及び買掛金、並びに(7) 短期借入金 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(8) 長期借入金 

これらの時価のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また当社グループの信用状態は実

行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によって

おります。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。 

(9) リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。 

(注２)非上場株式（連結貸借対照表計上額１千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ･フローを見積ることが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券 その他有価証券」には含め

ておりません。 

また、関係会社株式（連結貸借対照表計上額5,783千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められるため、時価開示の対象としておりません。 

 

Ⅴ．賃貸等不動産に関する注記 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記は省略しております。 

 

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 517円45銭 

１株当たり当期純利益 102円74銭 

 

Ⅶ．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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Ⅷ．その他の注記 

１. 減損損失に関する注記 

当社グループは、当連結会計年度において以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

(1) 減損損失を認識した資産グループ 

用途 種類 場所 クラブ等の数 

スポーツクラブ設備 建物及び構築物他 大阪府 １ 

スポーツクラブ設備 建物及び構築物他 東京都 １ 

スポーツクラブ設備 建物及び構築物他 広島県 １ 

スポーツクラブ設備 機械装置他 神奈川県 ２ 

 (2) 減損損失を認識するに至った経緯 

営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスであるクラブの設備の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、それぞれ当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

(3) 減損損失の金額 

建物及び構築物 120,403千円 

機械装置 10,681千円 

工具、器具及び備品 12,337千円 

 計 143,421千円 

    (4) 資産のグルーピングの方法 

当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、クラブを基礎としてグルーピングしてお

ります。また、賃貸用不動産については、個別の物件ごとにグルーピングしております。 

(5) 回収可能価額の算定方法 

クラブの設備については、今後の営業活動から生じるキャッシュ・フローがマイナスとなると見込まれ、

かつ、減損対象資産の正味売却価額はないため、回収可能価額は零として評価しております。 

  
２. 資産除去債務に関する注記 

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

 (1) 当該資産除去債務の概要 

スポーツクラブ設備における不動産賃貸借契約及び定期借地契約に伴う原状回復義務等であります。 

 (2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を当該契約の期間及び建物の耐用年数等を勘案して15年から47年と見積り、その期間に応じ

た割引率（0.2％から2.3％）を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

 (3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高 670,200 千円 

有形固定資産の取得等に伴う増加額 73,771 千円 

時の経過による調整額 29,694 千円 

資産除去債務の履行等による減少額 △16,418 千円 

見積りの変更による増加額 190,765 千円 

期末残高 948,012 千円 

 (4) 資産除去債務の見積りの変更 

不動産賃貸契約及び定期借地契約に伴う原状回復義務等として計上していた資産除去債務について、直近

の原状回復費用実績等の新たな情報の入手に伴い、一部の契約についてスポーツクラブ設備の見積り変更を

行いました。これによる増加額190,765千円を、変更前の資産除去債務残高に加算しております。 
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個 別 注 記 表 
 
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１.資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 ……… 移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

時価のあるもの ……… 期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ……… 移動平均法による原価法 

   (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 商 品  …… 原則として売価還元法による原価法 

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づき簿価を切下げる方法） 

② 貯蔵品  …… 個別原価法 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

   (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物（建物附属設備を除く）……… 

その他の有形固定資産   ……… 

定額法を採用しております。 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物    ……… 

構築物   ……… 

２～47年 

２～45年 

   (2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な償却年数は以下のとおりであります。 

ソフトウエア（自社利用分） ……… 

のれん ………………………………… 

５年（社内における利用可能期間） 

20年 

   (3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。残存価額については、リース契約上に残価保証の取決

めがある場合は当該残価保証額とし、それ以外の場合は零としております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

   (1) 貸倒引当金 

期末に有する金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

   (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    (3) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末に発生

していると認められる額を計上しております。 

 ① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額の期間帰属方法については給付算定式基準によっております。

 ② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による按分

額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による按分額を損益処理

しております。 
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４．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

   (1) 消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は

当事業年度の費用として処理しております。 

 

Ⅱ．貸借対照表関係 

１．有形固定資産の減価償却累計額 16,084,817千円

 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 

長期金銭債権 

46,994千円

922,090千円

 

Ⅲ．損益計算書関係 

１．関係会社との取引高 

営業取引以外の取引による取引高 10,106千円

 

Ⅳ．株主資本等変動計算書関係 

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 6,458,376 株 44 株 ― 6,458,420 株 

（注）普通株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 
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Ⅴ．税効果会計関係 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（流動の部） 

繰延税金資産   

賞与引当金  258,299千円 

前受金  4,946千円 

未払事業税  63,119千円 

未払事業所税  49,951千円 

貸倒引当金  3,130千円 

その他  84,040千円 

繰延税金資産合計  463,485千円 

   

繰延税金負債   

未収入金  22,395千円 

繰延税金負債合計  22,395千円 

繰延税金資産の純額  441,090千円 

 

（固定の部） 

繰延税金資産   

減価償却費限度超過額  95,237千円 

退職給付引当金  155,563千円 

建設協力金  71,596千円 

資産除去債務  276,485千円 

長期未払金  24,174千円 

その他  10,452千円 

繰延税金資産小計  633,507千円 

評価性引当額  △34,626千円 

繰延税金資産合計  598,881千円 

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  1,233千円 

建設協力金  106,769千円 

建物  170,797千円 

その他  1,512千円 

繰延税金負債合計  280,311千円 

繰延税金資産の純額  318,570千円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった主な

項目別の内訳 

法定実効税率  33.1％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  2.4％ 

住民税均等割  2.7％ 

税率変更による影響  1.2％ 

その他  0.2％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  39.6％ 

 

３. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会で

成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消され

るものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.3％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４

月１日から平成30年３月31日までのものは30.9％、平成30年４月１日以降のものについては30.6％にそれぞれ変更さ

れております。 

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が、36,955千円減少し、当事業年度に計上

された法人税等調整額が37,024千円、その他有価証券評価差額金が69千円それぞれ増加しております。 
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Ⅵ．リース取引関係 

貸借対照表に固定資産として計上したリース資産の他、スポーツクラブ設備（建物）、スポーツクラブ設備備品の一部に

ついては、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。当該所有権移転外ファイナンス・リース取

引は、リース取引開始日が平成20年３月31日以前であるため、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。その内容は以下のとおりであります。 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相当額 

（千円） 

減価償却累計額 

相当額 

（千円） 

減損損失累計額 

相当額 

（千円） 

期末残高相当額 

（千円） 

建物 9,303,943 4,397,083 ― 4,906,860 

工具、器具及び備品 7,762 5,030 2,731 ― 

合計 9,311,705 4,402,114 2,731 4,906,860 

 

２． 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額  

１年内 474,820千円 

１年超 5,081,856千円 

合計 5,556,677千円 

リース資産減損勘定期末残高 159千円 

 

３． 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 881,287千円 

リース資産減損勘定の取崩額 956千円 

減価償却費相当額 489,310千円 

支払利息相当額 268,837千円 

 

４． 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決

めがある場合は当該残価保証額とし、それ以外の場合は零としております。 

 

５． 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっ

ております。 
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Ⅶ. 関連当事者情報 

１．子会社 
 

種類 
会社等の 
名称 

議決権等の 
所有割合 
(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上の 

関係 

子会社 RENAISSANCE 
VIETNAM INC. 直接100 兼任２名 

経営指導 
資金の援助 
役員の兼任 

資金の貸付 115,045 短期貸付金 44,980 

資金の貸付 728,330 長期貸付金 922,090 

利息の受取 10,106 流動資産 
その他 2,014 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １. RENAISSANCE VIETNAM INC.に対する資金の貸付金利については、市場金利を勘案して決定しており、長期貸付金に

おける返済条件は期間５年、期日一括返済としております。なお、担保は受け入れておりません。 

 

２．兄弟会社等 
 

種類 会社等の 
名称 

議決権等の 
所有(被所有) 
割合(％) 

関係内容 

取引の内容 取引金額 
(千円) 

科目 期末残高 
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上の 

関係 

その他の 
関係会社の 

子会社 

ＤＩＣライフ
テック㈱ ― ― 商品の仕入 商品の仕入 816 買掛金 52 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １. 上記取引金額には消費税等は含まれておりません。なお、期末残高には消費税等が含まれております。 

２. ＤＩＣライフテック㈱との取引は、一般取引条件と同様に決定しております。 

 

Ⅷ. １株当たり情報 

１株当たり純資産額 532円84銭

１株当たり当期純利益 115円17銭

 

Ⅸ. 重要な後発事象 

   該当事項はありません。 
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Ⅹ．その他の注記 

退職給付に関する注記 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定拠出年金制度または前払退職金制度の選択制並びに非積立型の確定給付制度を採用しております。 

 

２．確定給付制度 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 退職給付債務の期首残高 493,913千円 

 勤務費用 57,352千円 

 利息費用 4,445千円 

 数理計算上の差異の発生額 3,344千円 

 退職給付の支払額 △26,968千円 

 退職給付債務の期末残高 532,088千円 

 

(2) 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

 非積立制度の退職給付債務 532,088千円 

 未積立退職給付債務 532,088千円 

 未認識数理計算上の差異 △48,807千円 

 未認識過去勤務費用 24,983千円 

 貸借対照表に計上された負債と資産の純額 508,264千円 

 

 退職給付引当金 508,264千円 

 貸借対照表に計上された負債と資産の純額 508,264千円 

  

(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 勤務費用 57,352千円 

 利息費用 4,445千円 

 数理計算上の差異の費用処理額 18,905千円 

 過去勤務費用の費用処理額 △7,138千円 

 確定給付制度に係る退職給付費用 73,565千円 

 

(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

 当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

  割引率 0.9％ 

    
３．確定拠出制度 

 当社の確定拠出制度への要拠出額は、139,640千円であります。 

                                          

４．前払退職金制度 

 当社の前払退職金制度への支払額は、29,170千円であります。 
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